
１ がんの予防･早期発見

概ね予定どおり
計画Ｐ59

個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度
の目標

1
成人の喫煙率（男性/女性）の減少
【国民生活基礎調査】

30.4％／10.7％
【平成28（2016）年】

24.3%／8.6%
【令和４（2022）年】 15%／5%

2

敷地内全面禁煙の割合（病院/私立
小中高等学校/官公庁/大学）
【大阪府調べ】

病院 73.5%

私立学校 51.9%

官公庁 14.0%
大学 28.6%

【平成28（2016）年度】

病院 97.4%
私立学校 90.9%
官公庁 82.3%
大学 68.2%

【令和５（2023）年度】

100%

3

受動喫煙の機会を有する者の割合
（職場／飲食店）
【国民健康・栄養調査】

34.6%／54.4%
【平成25（2013）年】

26.4%／42.6%
【平成30（2018）年】
「12.1％／20.0％」※

【令和４（2022）年度】
0%／15%

（１）がんの１次予防 計画Ｐ44-46

≪第３期大阪府がん対策推進計画における個別目標≫

※直近の傾向を把握するためのベースライン値と異なる指標（大阪府健康づくり実態調査）による参考値

資料６

＜がん検診部会＞ １



概ね予定どおり

現状･課題 ◆喫煙、飲酒、食事、運動などの生活習慣を改善することにより、避けられるがんを防ぐこと
が大切。子どもの頃からがんに対する正しい知識などを学ぶ、がん教育の充実が求められる。

本年度の
取組

《たばこ対策》
■健康増進法、大阪府受動喫煙防止条例及び子どもの受動喫煙防止条例について、
リーフレット・ガイドブック配布、ポスター掲示、大阪シティバスラッピング、
大阪モノレール車内ビジョン、デジタルサイネージ広告、SNS等による周知啓発。

■府内喫煙可能室設置施設（約2万店）に対し、リーフレット配布とともに
電話でのフォローアップ及び個別訪問を実施。
■大阪府受動喫煙防止対策相談ダイヤル等での問い合わせ、相談対応、府保健所、保健所設置市と
連携した、法・条令に基づく指導、助言。
■飲食店向け調査（法・条例の認知度、受動喫煙防止対策状況等）及び
府民向け意識調査（法・条令の認知度、受動喫煙を受けた機会等）を実施。
■条例の規制の対象となる飲食店に対する府独自の支援策を実施。
■屋外分煙所モデル整備の促進。
《喫煙以外の生活習慣の改善》
■府民の健康づくりをオール大阪で推進する『健活１０』の普及啓発を、企業や保健医療関係団体、市町村等と
連携して展開。

■日々の健康づくりの実践に役立つ情報を発信する啓発セミナーをオンラインで開催（「健活おおさかセミ
ナー」25,675回視聴）。

■『健活１０』の普及啓発のためJR大阪駅で『健活１０』と万博のコラボレーション広告を掲出。
《がんに関する知識の普及啓発》
■中学校、高校におけるがん教育の外部講師活用を進めるため、府教育庁と連携して講師リストを作成し、市町
村教育委員会や府立高校へ配布するとともに、依頼に基づき外部講師を派遣。また、教員向けの研修会を教育
庁と連携して実施。

■関係団体や企業、大学等と連携し、がんやがん予防に関するオンラインセミナーの開催、がん検診受診促進動
画の配信等普及啓発を実施。

今後の
取組予定

《課題》
■健康増進法及び大阪府受動喫煙防止条例の周知と実効性の担保。
■健康に関心の薄い若い世代等に対して、取組みへの参加を促す手法の工夫が必要。
《次年度の取組》
■望まない受動喫煙の防止のため、周知啓発、適切な指導・助言及び支援策を引き続き実施。
■『健活１０』の普及啓発及び「健活おおさか推進府民会議」を通じて、引き続きオール大阪での健康づくりを
推進。

最終予算(案) たばこ対策事業（114,675千円）、オール大阪による健康づくり推進事業（27,134千円）等

本年度評価
概ね予定
どおり

２



概ね予定どおり

≪第３期大阪府がん対策推進計画における個別目標≫
個別目標 計画策定時の状況

【平成28(2016)年】
現在の状況

【令和４(2022）年】 2023年度の目標

１

がん検診受診率

胃がん 33.7％ 36.8% 40％
２ 大腸がん 34.4％ 40.3% 40％
３ 肺がん 36.4％ 42.2% 45％
４ 乳がん 39.0％ 42.2% 45％
５ 子宮頸がん 38.5％ 39.9% 45％

個別目標 計画策定時の状況
【平成26(2014)年度】

現在の状況
【令和元(2019)年度】 2023年度の目標

６

精密検査受診率

胃がん 85.7％ 82.9％ 90％
７ 大腸がん 70.2％ 74.0％ 80％
８ 肺がん 87.6％ 87.3％ 90％
９ 乳がん 93.4％ 94.4％ 95％
10 子宮頸がん 82.4％ 85.0％ 90％

１ がんの予防･早期発見
（２）がん検診によるがんの早期発見（２次予防）計画Ｐ46-47

３



概ね予定どおり

現状･課題 ◆がん検診受診率の向上に向けた、新型コロナウィルス感染症の流行に伴う影響の把握と
それを踏まえた市町村や関係機関と連携した取組みの推進。

４

本年度の
取組

《市町村におけるがん検診受診率の向上》
■精度管理センター事業を通じて、市町村向けに研修会を開催したほか、
啓発資材の作成・提供や個別受診勧奨実施に向けた助言等による支援を実施。
■市町村のがん検診受診率向上に向け、市町村に対しＲ１年度に作成した「がん検診受診率向上モデル事業事
例集」を活用した受診率向上の取組みの実施や協会けんぽ特定健診と市町村がん検診の同時実施を働きかけ。

■協会けんぽ・がん循・市町村と連携し、被扶養者に大腸がん検診キットを配付。集団での特定健診と大腸が
ん検診を同時実施し、被扶養者の大腸がん検診受診促進事業を実施。

《がん検診の精度管理の充実》
■市町村における検診の精度向上を目的として、検診結果等のデータを収集・分析し提供。
■精検受診率が許容値を下回る市町村及び目標値を上回る市町村へそれぞれ通知文を発出及びＲ４にヒアリン
グを実施した４市（堺市、豊中市、池田市、泉南市）に課題への取り組み状況及び効果について再度ヒアリ
ングを実施。

■市町村に対し、国の指針に基づくがん検診の実施に向けた助言・情報提供を実施。
■Ｒ４に引き続き、民間との共催で、医師を対象とした肺がん検診の精度向上に向けた胸部X線読影講習会を
実施。

《職域におけるがん検診の推進》
■がん検診受診推進員を活用したがん検診の普及（連携企業10社 9,241人【R5.3末時点】）。
■がん対策推進企業アクションの推進パートナー企業に登録。

今後の
取組予定

《課題》
■受診率は一定回復しているものの、令和元年の水準までは回復していない。
■肺がんの二重読影の実施要件を満たす医師の確保が困難な地域があり、肺がん検診の受診者数が伸び悩んで
いる。

《次年度の取組》
■R５に引き続き、協会けんぽ・がん循・市町村と連携し、被扶養者の大腸がん検診受診促進事業を実施（R６
は連携市町村を２市から３市に拡大）。

■職域におけるがん検診の受診率を向上させるため、女子大学生を対象に、子宮頸がん検診の受診を促すとと
もに、がん検診の重要性について理解してもらう啓発を実施。

■市町村が受診勧奨をより効果的に行うため、専門家を招聘した市町村職員向けの研修会を開催。
■肺がん等の早期発見のため、二次読影体制が取れない市町村の二次読影を代替実施する体制を構築。

最終予算
(案)

がん検診精度管理委託事業（57,354千円）、組織型検診体制推進事業（10,951千円）、がん検診普及事業
（1,504千円）、がん検診受診促進事業（5,700千円）

本年度評価
概ね予定どおり



概ね予定どおり
第３期

個別目標 計画策定時の状況
【平成27（2015）年度】

現在の状況
【令和３（2021）年度】

2023年度
の目標

※計画終了時の目標

１ 肝炎ウイルス検査累積受診者数
【大阪府調べ】 約55万人 約88万人 約109万人

２ 肝炎ウイルス検査精密検査受診率
【大阪府調べ】 44.4％ 54.3％ 80％

≪第３期大阪府がん対策推進計画における個別目標≫

１ がんの予防･早期発見
（３）肝炎肝がん対策の推進 計画Ｐ48-49

＜肝炎肝がん部会＞ ５



現状･課題 ◆肝炎ウイルス検査陽性者の重症化を予防することが肝がんの減少につながることから、肝炎ウイルス検査の陽性者
への精密検査の受診勧奨、肝疾患診療連携拠点病院を中心とする医療提供体制の充実が必要。

本年度の
取組

《肝炎肝がんの予防､医療の推進》
■肝炎ウイルス検査の陽性者に対しフォローアップを実施し、精密検査受診状況を把握
するとともに精検未受診者に受診勧奨を実施。【R5年度陽性者：15人（R6.1末時点）】
■初回精密検査費用助成制度の周知強化（産科）。【R5年度：25件（R5.12末時点）】
■定期検査費用助成制度の周知強化。【R5年度：60件（R5.12末時点）】
■肝がん・重度肝硬変治療促進事業にかかる指定医療機関の拡大。【102機関（R5.12末時点）】
■肝がん・重度肝硬変治療促進事業の実施。【累計：156人（R5.12末時点）】
《肝炎ウイルス検査の受診促進》
■市町村に対して受診者数向上にかかる情報提供等を行い、各市町村における受診者数向上に向けた
取り組みを支援・促進。
■肝炎ウイルス感染の高リスク集団への働きかけ（肝疾患診療連携拠点病院や健康サポート薬局、企業等と
連携した啓発、府政だより、アスマイル等の各種メディアを通じた受検勧奨）。

《肝炎肝がんに関する普及啓発の推進》
■肝炎医療コーディネーターの養成（Web研修）。【R5年度：805人、累計4,222人（暫定）】
■肝炎医療コーディネーターの活動促進（研修で活動紹介､啓発資材の提供､メーリングリストで情報提供。
■各関係機関にポスターや案内チラシ、ティッシュ等の配付を行い肝炎医療費助成制度の周知を強化。

今後の
取組予定

《課題》
■肝炎医療コーディネーターの活動促進（活動事例の共有、研修内容の充実）。
■市町村及び他診療科との連携強化（好事例の共有等）。■肝炎、肝がん患者の重症化予防の推進。
《次年度の取組》
■肝炎医療コーディネーター等と連携した受診勧奨・肝がん・重度肝硬変治療促進事業等の制度周知。
■陽性者のフォローアップの充実を市町村に働きかけ精密検査受診率の向上に取り組む。
■肝がん・重度肝硬変治療促進事業の活用数増（同事業指定病院等との連携強化）。
■重症化予防推進事業の推進（初回精密検査費用及び定期検査費用助成事業の活用数増）。

最終予算
(案)

肝炎ウイルス検査事業（54,784千円）、肝炎肝がん総合対策事業（11,456千円）、
肝炎医療費等援助事業（504,933千円）

本年度評価
概ね予定
どおり

６



概ね予定どおり

概ね予定どおり

２ がん医療の充実
（１）医療提供体制の充実 計画Ｐ50-51

≪第３期大阪府がん対策推進計画における個別目標及びモニタリング指標≫

モニタリング指標 計画策定時の状況 現在の状況

1
年間新入院がん患者数
【がん診療拠点病院現況報告】

165,061名／64病院
（小児がん除く）
【平成28（2016）年】

155,759名／66病院
（小児がん除く）
【令和3（2021）年】

２ 悪性腫瘍手術件数
【がん診療拠点病院現況報告】

54,603件／64病院
（小児がん除く）
【平成28（2016）年】

56,297件／66病院
（小児がん除く）

【令和3（2021）年】

３ 放射線治療延べ患者数
【がん診療拠点病院現況報告】

17,381名／64病院
（小児がん除く）
【平成28（2016）年】

21,082名／66病院
（小児がん除く）

【令和3（2021）年】

４ 外来化学療法延べ患者数
【がん診療拠点病院現況報告】

31,607名／64病院
（小児がん除く）
【平成28（2016）年】

113,874名／66病院
（小児がん除く）

【令和3（2021）年】
※平成29年実績以降は、外来・入院を合計した化学療
法延べ患者数（現況報告の項目変更による）

５
地域連携クリティカルパスを適用した
延べ患者数
【がん診療拠点病院現況報告】

697名／64病院
（小児がん除く）

【平成29（2017）年4月～７月】

5,175名／66病院
（小児がん除く）
【令和３（2021）年】

※集計期間に変更あり（３か月間→１年間）

個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度の目標

１ がん患者の５年相対生存率（全年齢）
【大阪府がん登録】

61.0％
【平成21（2009）年

診断患者】

62.2%
【平成26（2014）年

診断患者】
改善

＜がん診療連携検討部会＞ ７



現状･課題 ◆がん診療拠点病院を通じて、がん医療の均てん化を進めるとともに、二次医療圏毎に地域の実
情に応じて、地域連携の一層の充実を図る必要がある。

本年度の
取組

《がん診療拠点病院の機能強化》
■がん診療連携拠点病院の機能強化を目的とした補助金を交付（14病院）
■がん診療施設の設備整備に係る補助金を交付（7病院）
■国拠点病院の指定推薦【指定更新：４病院、現況報告：14病院】
■府指定病院の指定【指定更新：47病院、小児指定更新：2病院】
■府指定病院に求められる機能のさらなる充実を図るため、患者支援の体制強化等の観点から、
自施設の診療従事者等に対して、提供している診療・患者支援の体制について学ぶ機会の確保
を求める等、指定要件を改正。

《がん医療連携体制の充実》
■地域連携強化事業の実施。
■各圏域のがん診療ネットワーク協議会において、情報提供するとともに、地域連携等の活動内
容や課題について共有

《人材育成の充実》
■がん薬物療法認定薬剤師研修に係る経費に対し補助金を交付

今後の
取組予定

《課題》
■府内がん医療提供体制の均てん化の推進。
■各圏域のがん診療ネットワーク協議会における取り組み内容の充実。
《次年度の取組》
■大阪府がん診療連携協議会と連携して拠点病院の訪問を行い、好事例等の収集や情報共有、
要件充足状況等の確認を実施する等、さらなるがん医療提供の充実を図る。

■各圏域がん診療ネットワーク協議会におけるがん登録を用いた分析等の実施
最終予算

(案)

がん診療拠点病院機能強化事業（133,316千円）、がん医療提供体制等充実強化事業（33,440千円）、
地域医療連携強化事業（3,971千円）

本年度評価
概ね予定
どおり

８



概ね予定どおり

個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度の
目標

１

がん患者の緩和ケアに対する満足度
（痛み、不安、治療方法や療養場所、経済面、
家族への配慮等への対応に係る非常に思う、
そう思う平均値）
【がん患者ニーズ調査】

58.6％
【平成28（2016）

年度】

65.1％
【令和4（2022）

年度】
100％

モニタリング指標 計画策定時の状況 現在の状況

1
緩和ケアチームの新規診療症例数
【がん診療拠点病院現況報告】

10,885件／64病院
（小児がん除く）
【平成28（2016）年】

14,746件／66病院
（小児がん除く）
【令和3（2021）年】

2
緩和ケア研修累積受講者数
【大阪府調べ】

10,788名(ｺﾒﾃﾞｨｶﾙ含む)
【平成29年12月末日現在】

16,187名(ｺﾒﾃﾞｨｶﾙ含む)
【令和5年3月末日現在】

3
在宅緩和ケアに取組む医療機関数
【がん診療拠点病院現況報告】

965医療機関／64病院
（小児がん除く）

【平成29（2017）年9月1日現在】

1,178医療機関／66病院
（小児がん除く）

【令和4（2022）年9月1日現在】

4

がん患者の緩和ケアに対する
理解度の向上（知らない・あまり知
らないの合計）
【がん患者ニーズ調査】

49.6％
【平成28（2016）年度】

39.5％
【令和4（2022）年度】

２ がん医療の充実

≪第３期大阪府がん対策推進計画における個別目標及びモニタリング指標≫

（２）小児･AYA世代のがん･高齢者のがん･希少がん 計画Ｐ51-52

（３）新たな治療法(がんゲノム医療･先進的な放射線治療)の活用 計画Ｐ52

（５）緩和ケアの推進 計画Ｐ54-55

９



現状･課題

◆高齢者のがん、希少がん、難治性がんについては、それぞれの特性に応じた対策が必要。
◆大阪において、重粒子線治療施設やBNCT（ホウ素中性子捕捉療法）治療施設が開設され、最先
端のがん治療の提供が期待される。

◆緩和ケアについて広く府民に対する普及啓発を図るとともに、提供体制の充実、緩和ケア研修
会の受講促進等に努める必要がある。

本年度の
取組

《新たな治療法》
■がん診療連携協議会がんゲノム医療部会と連携し、府内がんゲノム医療の連携体制の構築を推進。
《緩和ケアの普及啓発、人材育成》
■緩和ケア普及啓発事業・人材養成事業を実施。
■緩和ケア研修修了者に対するフォローアップ研修を実施。
■アドバンス・ケア・プランニング研修を実施。
■令和６年３月末までに、府拠点病院において緩和ケア研修会受講率が90%以上となることを目標とし
た計画書を各府拠点病院において作成。

《質の高い緩和ケア提供体制の確保》
■がん診療拠点病院機能強化事業において、がん診療連携拠点病院における緩和ケアセンターの整備等、
緩和ケア推進にかかる費用を補助。

今後の
取組予定

《課題》
■医療従事者に対するがんゲノム医療の知識の普及。
■緩和ケアに関する正しい知識の更なる普及。
■在宅緩和ケア及びアドバンス・ケア・プランニングに関する医療従事者の知識の習得・向上。
■緩和ケア研修受講後の医療従事者の知識の向上。
■府拠点病院における緩和ケア研修受講率向上。
《次年度の取組》
■大阪府がん診療連携協議会や拠点病院と連携し、がんゲノム医療提供体制の充実を図る。
■緩和ケアの普及啓発を行うとともに、人材養成研修、緩和ケア研修フォローアップ研修、アドバン
ス・ケア・プランニング研修を実施。

最終予算(案)
緩和医療についての正しい知識の普及事業(3,811千円)、緩和医療に携わる人材養成等事業（8,504千円）
がん診療連携拠点病院機能強化事業（133,316千円）等

本年度評価
概ね予定
どおり
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概ね予定どおり

モニタリング指標
計画策定時の状況
【平成17（2005）年～
平成21（2009）年】

【平成22（2010）年～
平成26（2014）年】

１
小児（0歳～14歳）における
５年実測生存率
【大阪府がん登録】

81.9％ 81.0%

２
AYA世代（15歳～29歳）における
５年実測生存率
【大阪府がん登録】

78.7％ 82.9%

３
AYA世代（30歳～39歳）における
５年実測生存率
【大阪府がん登録】

77.7％ 82.5％

２ がん医療の充実、 ３ 患者支援の充実
２（２）小児･AYA世代のがん･高齢者のがん･希少がん 計画Ｐ51-52
３（３）就労支援等のがんサバイバーシップ支援 計画Ｐ57-58

≪第３期大阪府がん対策推進計画におけるモニタリング指標≫

＜小児･AYA世代のがん対策部会＞ 11



概ね予定どおり

現状･課題
◆小児・AYA世代のがんについては、それぞれの特性に応じた対策が必要。
◆小児・AYA世代のがんは､幅広いライフステージに応じた多様なニーズに沿った支援が求めら
れている。

12

本年度の
取組

《小児・AYA世代のがん》
■府小児がん拠点病院の指定要件の改正、指定更新（２病院）
《小児・AYA世代への支援》
■小児・AYA世代の就労支援について、労働関係機関と連携した出張相談等を実施。
■府教育庁において府立高校に在籍する長期入院中の生徒への学業支援を実施。また、がん対策基金を
活用し、入院中の小児・AYA世代のがん患者への学習活動支援や通信機器の活用による外部とのコ
ミュニケーションを図るための環境整備費等に対し助成（７病院）。

《新たな課題（生殖機能の温存等）への対応》
■小児がん患者を対象とした重粒子線治療の助成制度を運用。
■将来子どもを産み育てることを望む小児、思春期及び若年のがん患者等に対して、妊よう性温存治療
及び温存後生殖補助医療に要する費用の一部を助成。
・妊よう性温存治療費助成 令和５年度 69件
・温存後生殖補助医療費助成 令和５年度 19件 ※令和５年12月末時点
■大阪府がん患者等妊よう性温存治療費等助成事業に関するチラシをの改訂版を作成し、各医療機関へ
周知を行った。

今後の
取組予定

《課題》
■第３期計画の個別取組みは、全体的には概ね順調に実施できているものの、一部未着手となっている
ものがあるため関係機関と連携した対応が必要。

《次年度の取組》
■小児がん治療経験者長期フォローアップ支援事業の実施（2月府議会に予算案提案中）

最終予算
(案)

重粒子線がん治療患者支援事業（3,258千円）、小児・AYA世代のがん患者支援事業（1,500千円）、
大阪府がん患者等妊孕性温存治療費等助成事業（46,259千円）等

本年度評価
概ね予定
どおり



概ね予定どおり
現在の状況
7.9％
【平成24（2012）年】
15件
【平成28（2016）年】

モニタリング指標 計画策定時の状況 現在の状況

１
DCO％
＜がん登録データの精度の維持＞
【大阪府がん登録】

7.9％
【平成24（2012）年】

1.9％
【令和元（2019）年】

2
がん登録データなどの情報提供件数
【がん対策センター調べ】

15件
【平成28（2016）年】

28件
【令和４（2022）年】

２ がん医療の充実
（４）がん登録の推進 計画Ｐ52-53

≪第３期大阪府がん対策推進計画におけるモニタリング指標≫

＜がん登録等部会＞ 13



概ね予定どおり

現状･課題 ◆全国がん登録の実施に伴い、精度維持・向上や得られたデータの活用が求められている。

本年度の
取組

《がん登録の精度向上》
■全国がん登録実務者研修会の実施。（令和５年５月12日現地開催74施設90名参加）
■院内がん登録実務者研修会の実施。（令和５年６月28日現地開催59施設83名参加、

令和５年10月17日現地開催58施設87名参加）
《がん登録による情報の提供・活用》
■平成31年1月より全国がん登録情報の提供を開始。同年5月より、大阪府がん対策推進委員会がん登録
等部会にて情報提供審議を開始し、今年度は12月末までに18件の情報提供を決定。（審議会を経ない
病院への情報提供は13件。）

■大阪がん情報ウェブサイトにて、地域がん登録及び全国がん登録に関する情報を共有。
■拠点病院診療実績について、現況報告の最新情報を大阪がん情報ウェブサイト上にて公開。

今後の
取組予定

《課題》
■拠点病院等のがん登録実務者のスキルアップ。
■拠点病院等におけるがん登録データの更なる活用促進。
《次年度の取組》
■がんの罹患、がん患者の医療、生存率についての成績を年報（大阪府におけるがん登録）として作成
し、医療機関に配布。

■全国がん登録実務者研修会を実施。
■各圏域のがん診療ネットワーク協議会におけるがん登録を用いた分析の実施。
■大阪府がん登録病院連絡協議会等の場を活用して各医療機関との連携を促進。
■府内がん診療拠点病院等の診療実績を集約し公表。
■大阪国際がんセンターと連携を図り円滑にがん登録情報を提供。
■がん診療連携協議会がん登録・情報提供部会と連携しデータ解析・還元を実施。

最終予算
(案)

がん登録事務委託料（15,954千円）、がん登録報告書印刷費（164千円）、がん登録実務者研修等出席
旅費（183千円）

本年度評価
概ね予定
どおり
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概ね予定どおり
個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度

の目標

１ がん相談支援センターの認知度
【がん患者ニーズ調査】

82％
【平成28（2016）年度】

90％
【令和4（2022）年度】 100％

モニタリング指標 計画策定時の状況 現在の状況

1
がん相談支援センターの相談件数
【がん診療拠点病院現況報告】

80,140件／64病院
（小児がん除く）

【平成28（2016）年】

100,088件／66病院
（小児がん除く）

【令和3（2021）年】

３ 患者支援の充実
（１）がん患者の相談支援 計画Ｐ56

（２）がん患者への情報提供 計画Ｐ57

（３）就労支援等のがんサバイバーシップ支援 計画Ｐ57ｰ58

≪第３期大阪府がん対策推進計画における個別目標及びモニタリング指標≫
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概ね予定どおり

現状･課題

◆がん診療拠点病院のがん相談支援センターの利用促進につながる取組みが必要。
◆がんに関する情報があふれる中で、その地域において、がん患者や家族が確実に必要とする情報にアクセスできる

環境整備が求められている。
◆働く世代では、がん治療と仕事の両立など就労支援が求められている。
◆高齢者世代においては、人生の最終段階における医療に係る意思決定支援などが必要となっている。

本年度の
取組

《がん相談支援センターの機能強化、周知と利用促進》
■がん相談支援センター相談支援員向けに研修会を実施。
■がん診療施設の設備整備に係る補助金において、がん相談支援センターの環境整備に要する費用を補助。（3病院）
《就労支援等のがんサバイバーシップ支援》
■府教育庁において府立高校に在籍する長期入院中の生徒への学業支援を実施。また、入院中の小児・AYA世代のがん患者への学習
活動支援や通信機器の活用による外部とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを図るための環境整備費等に対し助成（7病院）。

■大阪国際がんセンター、大阪労働局、大阪産業保健総合支援センターと連携し、患者向け両立支援に関する動画を作成。
■府商工労働部と連携して、企業向けの両立支援セミナーを実施。
《新たな課題への対応》
■小児がん患者を対象とした重粒子線治療の助成制度を運用。
■がん相談支援センター相談支援員向け研修会を、アピアランスケア、ヤングケアラーをテーマに実施。
■将来子どもを産み育てることを望む小児、思春期及び若年のがん患者等に対して、妊よう性温存治療及び温存後生殖補助医
療に要する費用の一部を助成。
・妊よう性温存治療費助成 令和４年度 103件、令和５年度 69件
・温存後生殖補助医療費助成 令和４年度 6件、令和５年度 19件 ※令和５年12月末時点
■大阪府がん患者等妊よう性温存治療費等助成事業に関するチラシをの改訂版を作成し、各医療機関へ周知を行った。

今後の
取組予定

《課題》
■多様なニーズに対応できる相談体制充実、相談支援センターの利用促進、がんに関する情報発信の強化
■治療と仕事の両立支援に関する積極的な普及啓発。
■アピアランスケアの支援体制の強化
《次年度の取組》
■患者等のニーズを踏まえた相談員向け研修会を実施、がん相談支援センターの機能強化。
■関係機関との連携し就労支援に関する啓発を実施。
■「地域統括相談支援センター」を令和６年度からモデル的に設置・運営。ウィッグの展示やアピアランスケアに関するセミ
ナーの実施等、府内アピアランスケアの支援拠点の一つとしても運用予定。

最終予算(案)
がん診療連携拠点病院機能強化事業（133,316千円）、小児・AYA世代のがん患者支援事業（1,500千円）
大阪府がん患者等妊孕性温存治療費等助成事業（46,259千円）がん医療提供体制等充実強化事業（33,440千円）等

本年度評価
概ね予定
どおり
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概ね予定どおり

モニタリング指標 計画策定時の状況 現在の状況

１
がん対策基金による企画提案型
公募事業累積採択延べ件数
【大阪府調べ】

平成25（2013）年度：４件
平成26（2014）年度：７件
平成27（2015）年度：10件
平成28（2016）年度：12件
平成29（2017）年度：12件

延べ45件

平成30（2018）年度：11件
令和元（2019）年度：6件
令和2（2020）年度：※0件

※コロナの影響により事業中止
令和3（2021）年度：２件
令和4（2022）年度：３件

延べ67件

２ がん検診受診推進員認定数
【大阪府調べ】

3,978人
【平成29（2017）年3月】

9,241人
【令和５年（2023）3月】

３
患者会、患者支援団体及び患者
サロンの数
【大阪府調べ】

患者会及び患者支援団体：36団体
患者サロン：58病院

【平成29（2017）年7月】

患者会及び患者支援団体：36団体
【令和4（2022）年7月】
患者サロン：55病院

【令和4（2022）年7月】

４ がん対策を社会全体で進める環境づくり
（１）社会全体での機運づくり 計画Ｐ59

（２）大阪府がん対策基金 計画Ｐ59

（３）がん患者会等との連携推進 計画Ｐ60

≪第３期大阪府がん対策推進計画におけるモニタリング指標≫
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概ね予定どおり

現状･課題
◆がん対策を社会全体で推進するためには、医療関係団体や医療保険者、患者会及び患者支援
団体、企業、マスメディアなど、社会全体で、がん患者や家族への理解を深める普及啓発や
支援体制の構築が必要。

◆大阪府がん対策基金の効果的な活用や、がん患者団体等との連携を図る必要がある。

本年度の
取組

《社会全体でがん対策を進める機運醸成》
■がん診療連携協議会や医療関係団体、企業等と連携したオンラインセミナー等による
府民への啓発を実施。
■連携企業におけるがん検診受診推進員の養成及び推進員による啓発を実施。
《大阪府がん対策基金》
■令和５年度寄附額11,057千円（R5.12末時点）寄附総額94,574千円（H24～R5.12末）
■寄附金を活用し、がん検診の普及啓発資材の作成、小児・AYA世代のがん患者支援事業や企画提案型
公募事業等を実施。

《がん患者会等との連携推進》
■患者会や患者サロンの情報について、地域の療養情報冊子及び別冊、ホームページを改訂し、
府内の拠点病院等へ配布。

今後の
取組予定

《課題》
■社会全体でがん対策を進めていく更なる機運醸成
■がん患者・家族を支援するための体制構築
《次年度の取組》
■がん診療連携協議会や関係団体等と連携して啓発等を実施するとともに、がん検診受診推進員の養
成に努めるなどにより社会全体の機運醸成を図る。

■がん対策基金の寄附の拡大に努めるとともに、寄附等を活用して患者団体等の活動を支援。
■大阪がん患者団体協議会及び関係者との継続的な意見交換を行い、がん対策の推進に努める。
■地域統括相談支援センターを新たに設置し、大阪がん患者団体協議会等と連携しながら、ピア・サ
ポーターの養成及び活用を推進する。

最終予算 (案) がん検診普及事業（1,504千円）、緩和医療についての正しい知識の普及事業（3,811千円）等

本年度評価
概ね予定
どおり
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